予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　児童家庭支援センター運営費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども・女性局　子ども家庭課　児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2637）　E-mail：c11217.pref.gifu.lg.jp
１　事業費　要求額：27,789千円（前年度予算額：27,789千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	27,789
	13,894
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,895

	要求額
	27,789
	13,894
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,895

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）及び事業内容
児童家庭支援センターは、地域に密着して、２４時間対応の子育て相談機関として活動しており、多くの地域住民から信頼を寄せられている民間相談機関である。
　　県内の児童虐待相談は年々増加してきており、重篤な事案も発生している。これまでは、児童虐待相談には行政機関が対応してきたが、さらに体制の充実が必要である。
　　相談業務において、迅速な対応、専門性の確保など児童家庭支援センターの機能を向上させ、官民合わせた県全体の児童虐待対応体制を強化するため、児童家庭支援センターの運営費を補助する。
　＜県内の児童家庭支援センター＞
	

名　　　称
	所在地
	センターが附置している施設

	子ども家庭支援センターぎふ

｢はこぶね｣
	岐阜市
	児童養護施設 日本児童育成園

	子ども家庭支援センター麦の穂
	中津川市
	児童養護施設 麦の穂学園

	大野子ども家庭支援センター

こころ
	大野町
	児童養護施設 樹心寮


（２）県負担・補助率の考え方：国１／２　県１／２
（３）類似事業の有無：無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	27,789
	児童家庭支援センター運営費

	合計
	27,789
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　　　国が示す「社会的養護の課題と将来像（H26.3）」において、『児童家庭支援センターは施設と地域をつなぐ機関として増やし、将来は児童養護施設や乳児院の標準装備としていく』とされている。
　　　県においては、地域における身近な児童家庭福祉の窓口として、夜間・緊急時の対応や、より迅速な相談援助や指導を行えるよう、各子ども相談センター管内に最低１カ所児童家庭支援センターを設置することを目指す。
（２）後年度の財政負担
　　　当該補助金は国庫補助基準額と同額（１施設あたり9,263千円）であり、今後児童家庭支援センターの数が増えることで当該運営費補助金の財政負担は大きくなる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
他の民間の相談機関、市町村とは異なるレベルの専門相談機関となり、児童相談所と同等レベルの相談機関として、①専門的な知識、技術が必要な相談 ②市町村に対する助言及び援助を行っている。

そのため、センターの重要性が高まっているとともに、その責任も求められることとなり、職員の充実と安定的な運営体制の整備が必要となる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	児童相談件数(延件数)
	(H  )
	2,935

(H24)
	2,777

(H25)
	2,862
(H26)
	3,082

(H27)
	92.9％


	家族や近隣等の身近な県民からの相談件数
	(H  )
	511

(H24)
	417
(H25)
	338
(H26)
	462

(H27)
	73.2％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
○相談件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

施　　設　　名

実　数

延　　　数

内、訪問・出張数

子ども家庭支援センターぎふ｢はこぶね｣
582
1,252
127
子ども家庭支援センター麦の穂
670
878
364
大野子ども家庭支援センターこころ
434
732
51




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を行っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内の児童虐待相談は年々増加してきており、重篤な事案も発生している中で、センターの重要性は高まっている。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	センター職員の専門性や資質向上による相談対応機能の向上により、専門的知識を持つ地域の民間相談機関としての虐待相談の受付と対応を充実してきた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県子ども相談センターや市町村との連携を図り、要保護児童の保護を行うなど地域における虐待対応体制を強化するなど、児童虐待への対応を進めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域における身近な児童家庭福祉の窓口として、各子ども相談センター管内に最低１カ所児童家庭支援センターを設置し、夜間・緊急時の対応や、より迅速な相談援助や指導を行うことを目指す。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　児童や家庭に対する支援を迅速かつ的確に行うため、福祉事務所、児童福祉施設、民生委員、児童委員、母子相談員、母子福祉団体、公共職業安定所、婦人相談員、保健所、市町村保健センター、精神保健福祉センター、教育委員会、学校等との連絡調整を行う。


